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4,000１ 事 業 費

用排水路・河川落差解消支援事業費補助金

千円)

3,000

（各課様式１）

使用料 財　産区  分

手数料

事業費

財 源 内 訳

予 算 要 求 資 料

令和８年度当初予算 支出科目 款：農林水産業費　項：農地費　目：農村総合整備事業費

 ＜財源内訳＞

事 業 名

(前年度予算額： 3,000

0 0 3,000 00

　河川と水田をつなぐ農業用の用排水路の多くは、多様な生物が生息し、自然豊かな環
境となっているが、水路等に生じている落差により、魚類等の面的生息環境を分断して
いる箇所もある。水路等に生じている落差を解消することは、魚類の絶滅リスクの軽減
や生息個体数の増加といった効果が期待できることから、清流を支える森・川・海のつ
ながりを保全し、生物の多様性を守るため、河川と水田等を往来する魚類等の生息環境
を改善する取組みについて支援を行う。

（１）要求の趣旨（現状と課題）

0

0

0

0

　生態系に配慮した農業農村整備を推進するため、県営事業で整備した生態系配慮施設
の効果検証を実施し、保全整備手法を今後の施設整備にフィードバックする。また検証
に基づく整備手法の確立とあわせて、生態系保全施設整備を推進し、自然と共生する農
村づくりを推進する。



（３）県負担・補助率の考え方

（４）類似事業の有無

4,000補助金

その他

事業内容

合計

金額

4,000

事業内容の詳細

落差解消に必要な工事費等を市町村等が行う経費

　　県100％（清流の国ぎふ森林・環境基金事業補助金）

　　無し

決定額の考え方
　

４ 参 考 事 項

（１）各種計画での位置づけ
　■ぎふ農業活性化基本計画（仮称・令和８年３月策定予定）
　　　＜基本方針４＞　安心できる農畜水産業と農村の環境整備
　　　　５　地域資源を生かした農村振興
　　　　　②水産資源を含む里川システムの保全・活用・継承

３ 事業費の積算 内訳



□

■

・終期までに何をどのような状態にしたいのか

R6年度
実績

R5年度
600

（目的） 河川と水田等を往来する魚類等の生息環境を改善す
る取組みについて支援を行う。

（内容） 農業用の用排水路等にある落差（段差）を解消する
ための整備、及び、それに付帯する生態系に配慮した周辺整
備。

（事業内容）
補助事業名 用排水路・河川落差解消支援事業
補助事業者（団体） 市町村又は土地改良区等

（理由） 用排水路・河川落差解消支援事業実施要領

補助事業の概要

県 単 独 補 助 金 事 業 評 価 調 書

新 規 要 求 事 業　

継 続 要 求 事 業

　水路等に生じている落差の解消し、県内の河川において河川、農業用排水路、水田
を往来する魚類等の生息環境の改善を図る。

補助率・補助単価等 定額・定率・その他（例：人件費相当額）
（内容） 整備費用等
（理由） １施設当たり5,000千円を上限

補助効果 生態系保全施設整備の促進
終期の設定 終期令和８年度

（理由）清流の国ぎふ森林・環境基金事業

（事業目標）

(R8) 達成率

1 1

補助金交付実績
（単位：千円）

R4年度 R6年度
275 0

（目標の達成度を示す指標と実績）

指標名
事業開始前 R7年度 R8年度 終期目標

(R )

0 0

①魚類等の生息
環境対策に取り
組む地区数 1

目標 目標



・事業が直面する課題や改善が必要な事項

（これまでの取組内容と成果）

令
和
４
年
度

・取組内容と成果を記載してください。
　石畑（養老町）の落差解消対策

指標① 目標：1 実績：1 達成率：100 ％

令
和
５
年
度

・取組内容と成果を記載してください。
　鳥居前・流田（恵那市）の落差解消対策

指標① 目標：1 実績：1 達成率：100 ％

令
和
６
年
度

　環境保全や生物多様性など県民の関心が高まっており、生態系保全効果が見込まれ
る本取組みは引き続き実施していく必要がある。

（今後の課題）

　水みちの連続性確保の取組みを拡大していくにあたり、関係者の理解を得ることが
不可欠であるため、事業効果のＰＲ等により関係者の理解醸成に努める必要がある。

（次年度の方向性）

・事業の有効性(指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか)
　３：期待以上の成果あり（単年度目標100％達成かつ他に特筆できる要素あり）
　２：期待どおりの成果あり（単年度目標100％達成）
　１：期待どおりの成果が得られていない（単年度目標50～100％）
　０：ほとんど成果が得られていない（単年度目標50％未満）

(評価) 　事業を機に住民協働の取り組みが活性化し、今後さらに事業推進が求めら
れる。

２

・事業の効率性(事業の実施方法の効率化は図られているか)
　２：上がっている １：横ばい ０：下がっている

・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのよ
うに取り組むのか

(評価) 　生態系保全施設のより一層の取り組みが期待される。

２

・取組内容と成果を記載してください。
　大野町黒野（大野町）の落差解消対策に向けた関係者間の調整

指標① 目標：- 実績：- 達成率：- ％

（事業の評価）

・事業の必要性(社会情勢等を踏まえ、前年度などに比べ判断)
　３：増加している ２：横ばい １：減少している ０：ほとんどない

(評価) 　生態系保全への一層の配慮が求められており、事業主体として説明責任を
果たすためにも、生態系の保全状況を検証し、保全手法を確立させる必要が
ある。３


